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はじめに 

 

○ 東日本大震災津波からの迅速な復興を達成するためには、復興計画の実効性を高め、

その着実な推進を図ることが必要です。 

そこで、県の復興計画の進行管理については、計画のマネジメントサイクルに基づき、

施策や事業の実施状況や進捗状況を明らかにするとともに、「いわて復興インデックス

（客観指標）」による復興状況等の把握や、復興に関する「県民意識調査（主観）」を実

施することにより、重層的・多角的な進行管理を行い、次に実施する取組につなげてい

くこととしています（下図参照）。 

 

○ いわて復興インデックスは、沿岸被災 12 市町村を中心とした本県の復旧、復興状況の

現状やその推移を把握するため、復興計画に掲げる「復興に向けた３つの原則」の状況

を示す代表的な統計データを取りまとめたものです。 

したがって、個別の施策や事務事業の進捗状況を把握するためのものではありません。 

 

 

図 復興計画における「いわて復興インデックス」の位置づけ 

第２期復興実施計画

～本格復興期間～
（平成26年度～平成28年度）

第２期復興実施計画

～本格復興期間～
（平成26年度～平成28年度）

第１期復興実施計画

～基盤復興期間～
（平成23年度～平成25年度）

第１期復興実施計画

～基盤復興期間～
（平成23年度～平成25年度）

第３期復興実施計画

～更なる展開への連結期間～
（平成29年度～平成30年度）
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政策評価との連携

○ 「いわて県民計画」次期アクションプラン（政策編）
に基づく政策評価・事務事業評価との連携
（県民計画推進の観点に立った復興施策の評価）

○ 「いわて県民計画」次期アクションプラン（政策編）
に基づく政策評価・事務事業評価との連携
（県民計画推進の観点に立った復興施策の評価）

○ 復興施策の「県民協働型評価」による評価
（「開かれた復興」の観点からＮＰＯ等との協働に
より復興施策を評価）
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○ 「復興ウォッチャー調査」の実施○ 「復興ウォッチャー調査」の実施

○ 「いわて復興インデックス」に
よる地域の復興状況等の把握

○ 「いわて復興インデックス」に
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○ 復興実施計画の施策体系・事業に
基づく進捗管理
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○ 代表的な取組・事業の進捗状況○ 代表的な取組・事業の進捗状況
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１．全体概況 

 

最新値 単位 時点 範囲

地表付近の放射線量（盛岡）[-] ±0.0% 前月比 0.04 μSv/h H24.
1 市

地表付近の放射線量（一関）[-] －10.5% 前月比 0.17 μSv/h H24.
1 市

がれき がれき撤去率 91.3% 達成率 3.97 百万トン H24.
1 沿岸

防災
新しい津波防災の考え方に基づいた津
波防災施設の整備率 26.7% 整備率 17.8 km H23.
3 沿岸

交通 交通事故件数[-] －4.2% 前年同月比 62 件 H23.
12 沿岸

人口 人口総数 －5.0% H23.3月比 259,286 人 H24.
1 沿岸

新設住宅着工数 －39.6% 前年同月比 58 戸 H23.
12 沿岸

応急仮設住宅入居戸数[-] －0.2% 前月比 13,185 戸 H24.
1 沿岸

生活保護世帯数[-] －1.2% 前月比 2,282 世帯 H23.
12 沿岸

雇用 有効求人倍率（原数値） ＋24.1% 前年同月比 0.66 ― H23.
12 沿岸

介護施設等定員数 96.7% H23.3月比 3,645 人 H24.1 沿岸

医療提供施設数
【医療機関：病院、診療所、歯科診療所】 70.4% H23.3月比 169 箇所 H24.
1 沿岸

医療提供施設数
【調剤薬局】 64.0% H23.3月比 64 箇所 H24.
1 沿岸

学校施設復旧率
【県立学校】 57.9% 復旧率 11 校 H24.
1 沿岸

学校施設復旧率
【市町村立学校】 19.4% 復旧率 13 校 H24.
1 沿岸

地域活動 ＮＰＯ法人数 ＋1.7% 前月比 61 団体 H23.
12 沿岸

倒産 企業倒産件数（累計）[-] －38.5% 前年同月比 8 事業所
Ｈ23.4～
H23.12

沿岸

雇用 有効求人倍率（原数値）【再掲】 ＋24.1% 前年同月比 0.66 ― H23.12 沿岸

新規登録漁船数（累計） 49.0% 整備率 3,012 隻
Ｈ23.4～
H24.1

沿岸

養殖施設整備台数（累計） 39.6% 整備率 7,880 台
Ｈ23.4～
H23.12

沿岸

産地魚市場水揚量(累計) 52.3% 3年平均比 78,277 トン
Ｈ23.4～
H23.12

沿岸

農業 農地の復旧率 1.3% 復旧率 9 ha H24.
1 沿岸

大型小売店販売額 －2.2% 前年同月比 11,711 百万円 H23.
11 全県

鉱工業生産指数 －15.2% 前年同月比 79.5 ― H23.
11 全県

公共工事請負金額 ＋78.7% 前年同月比 14,502 百万円 H23.
12 全県

観光 主要観光地入込客数 －0.1% 前年同月比 176,392 人 H23.
12 全県

注１：指標の後に　[-]　が付いているものはマイナス指標（減少することが望ましいもの）

注２：指標値で「＋」「-」記号が付いている％は増減率、「＋」記号がない正の％は構成比を示す

注３：データ範囲における「沿岸」とは、原則沿岸12市町村（宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、釜石市、大槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、普代村、野田村、
洋野町）を指すが、一部遠野市、住田町を含む場合もある

分類 項目 指標
データ

安全

暮らし

なりわい
（産業）

放射能

生活

保健医療
福祉

教育

水産業

商工業
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２．項目別概況 

 

 

（１）安全                                          

【放射能】 

①地表付近の放射線量（盛岡）[-] [Ｈ24.1：±0.0％（前月比）] 

盛岡（市役所、地上 50cｍ）における放射線量は、概ね 0.04～0.05 マイクロシーベルト／時

間で推移しており、平成 24 年 1 月は 0.04 マイクロシーベルト／時間であった。 

 

②地表付近の放射線量（一関）[-] [Ｈ24.1：-10.5％（前月比）] 

一関（一関市役所、地上 50cm）における放射線量は減少傾向にあり、平成 24 年 1 月は前

月比で 10.5％減となり、0.17 マイクロシーベルト／時間であった（積雪による放射線の遮蔽

効果の影響も考えられる）。 

 

【がれき】 

③がれき撤去率（沿岸）[Ｈ24.1：91.3％（達成率）] 

平成 24 年 1 月におけるがれき撤去率（海中のもの、建物等の解体を除いた災害廃棄物推計

量に対する仮置場への搬入済量の割合）は 91.3％であり、前月比で 1.1 ポイント増となった。 

 

【防災】 

④津波防災施設の整備率（沿岸）[Ｈ23.3：26.7％（整備率）] 

平成 23 年 3 月末における「新しい津波防災の考え方」に基づいた津波防災施設の整備済総

延長は 17.8km であり、整備率は 26.7％となっている。 

 

【交通】 

⑤交通事故件数（沿岸）[-] [Ｈ23.12：-4.2％（前年同月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部の交通事故件数は 62 件であり、前年同月比で 4.2％減とな

った。 

 

（２）暮らし                                          

【人口】 

①人口総数（沿岸）[Ｈ24.1：-5.0％（Ｈ23.3 月比）] 

平成 24 年 1 月における沿岸部の人口は 259,286 人であり、平成 23 年 3 月時点と比較する

と 13,651 人（5.0％）の減少となった。なお、沿岸部の転出入は、平成 23 年 4 月～平成 24

年 1 月にかけて累計 5,643 人の転出超過（社会減）となっている。 

 

【生活】 

②新設住宅着工数（沿岸）[Ｈ23.12：-39.6％（前年同月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部の新設住宅着工数は 58 戸であり、前年同月比で 39.6％減と

なった。前年同月比は、7 月から 3 ヶ月連続プラスとなっていたが、11 月以降はマイナスとな

っている。 

 

③応急仮設住宅入居戸数（沿岸）[-] [Ｈ24.1：-0.2％（前月比）] 

平成 24 年 1 月における沿岸部（遠野市、住田町含む）の応急仮設住宅入居戸数は 13,185

戸であり、前月比で 0.2％減となった。 

※見方：項目名（地域） [最新データ年月：指標] 

  [-] が付いているものはマイナス指標（減少することが望ましいもの） 
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④生活保護世帯数（沿岸）[-] [Ｈ23.12：-1.2％（前月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部の生活保護世帯数は 2,282 世帯であり、前月比で 1.2％減と

なった。生活保護世帯数は震災前である平成 22 年度は微増傾向にあったが、震災後は 4 月以

降 9 ヶ月連続で減少傾向にある。 

 

【雇用】 

⑤有効求人倍率（原数値）（沿岸）[Ｈ23.12：+24.1%（前年同月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部（釜石、宮古、大船渡、久慈地域）の有効求人倍率（原数値）

は 0.66 であり、前年同月比で 24.1％増となった。前年同月比は 7 月以降プラスに転じており、

その比率は増加する傾向にあるものの、有効求人倍率は全県の値を下回っている。 

 

【保健医療福祉】 

⑥介護施設等定員数（沿岸）[Ｈ24.1：96.7％（Ｈ23.3 月比）] 

平成 24 年 1 月における沿岸部の介護施設等定員数（新設分を含む）は 3,645 人であり、震

災前（平成 23 年 3 月）の数値と比較すると 96.7％となっている。 

 

⑦医療提供施設数（沿岸） 

[Ｈ24.1：医療機関 70.4％（Ｈ23.3 月比）、調剤薬局 64.0％（Ｈ23.3 月比）] 

平成 24 年 1 月における沿岸部の医療機関（病院、診療所、歯科診療所で自院で再開してい

る施設、新設施設及び被災していない施設の合計）は 169 箇所であり、震災前（平成 23 年 3

月）の数値と比較すると 70.4％となっている。また 1 月における調剤薬局（自院で再開してい

る施設、新設施設及び被災していない施設の合計）は 64 箇所であり、震災前（平成 23 年 3

月）の数値と比較すると 64.0％となっている。 

 

【教育】 

⑧学校施設復旧率（沿岸） 

[Ｈ24.1：県立学校 57.9％（復旧率）、市町村立学校 19.4％（復旧率）] 

平成 24 年 1 月における沿岸部の県立学校の復旧工事が完了した学校は被災校 19 校中 11 校

であり、被災した学校復旧率は 57.9％であった。また、沿岸部の市町村立学校の 1 月における

復旧工事が完了した学校数は被災校 67 校中 13 校であり、被災した学校復旧率は 19.4％であ

った。 

 

【地域活動】 

⑨ＮＰＯ法人数（沿岸）[Ｈ23.12：+1.7％（前月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部のＮＰＯ法人数は 61 団体であり、前月比で 1.7％増となっ

た。NPO 法人数は 7 月以降増加傾向にあり、増減率は県全体の値を上回って推移している。 

 

（３）なりわい（産業）                                          

【倒産】 

①企業倒産件数（累計）（沿岸）[-] [Ｈ23.12：-38.5％（前年同月比）] 

平成 23 年 12 月における沿岸部の企業倒産件数は 2 件であり、4 月以降の倒産件数の累計は

8 件（県全体は累計 46 件）となった。沿岸部の企業倒産件数は 4 月以降毎月 0～3 件程度で推

移してきており、4 月から 12 月までの累計値は前年同月比で 38.5％減となっている。 

 

 



 5 

【雇用】 

②有効求人倍率（原数値）（沿岸）[Ｈ23.12：+24.1%（前年同月比）] ※（２）⑤再掲 

 

【水産業】 

③新規登録漁船数（累計）（沿岸）[Ｈ24.1：49.0％（整備率）] 

平成 23 年 4 月から平成 24 年 1 月までの新規登録漁船数（累計）は 3,012 隻であり、平成

23 年度から 25 年度までの整備計画数（6,125 隻）に対する割合は 49.0％となっている。 

 

④養殖施設整備台数（累計）（沿岸）[Ｈ23.12：39.6％（整備率）] 

平成 23 年 4 月から 12 月までの養殖施設整備台数（累計）は 7,880 台であり、平成 23 年度

から 25 年度までの整備計画数（19,885 台）に対する割合は 39.6％となっている。 

 

⑤産地魚市場水揚量（累計）（沿岸）[Ｈ23.12：52.3％（過去 3 年平均比）] 

平成 23 年 4 月から 12 月までの産地魚市場水揚量（累計）は 78,277 トンとなっており、過

去 3 年間の同期間における産地魚市場水揚量の平均値との比較では、52.3％となっている。 

 

【農業】 

⑥農地復旧率（沿岸）[Ｈ24.1：1.3％（復旧率）] 

平成 24 年 1 月における沿岸地域の復旧済農地面積は 9 ヘクタールであり、復旧対象農地面

積（717ha）に対する割合は 1.3％となっている。 

 

【商工業】 

⑦大型小売店販売額（県）[Ｈ23.11：-2.2％（前年同月比）] 

平成 23 年 11 月における県全体の大型小売店販売額は 11,711 百万円であり、前年同月比で

2.2％減となった。前年同月比は 4 月以降 8 カ月連続で全国の前年同月比を下回っている。 

 

⑧鉱工業生産指数（県）[Ｈ23.11：-15.2％（前年同月比）] 

平成 23 年 11 月における県全体の鉱工業生産指数は 79.5 であり、前年同月比で 15.2％減と

なった。前年同月比は平成 23 年 3 月以降 9 ヶ月連続でマイナスであり、全国の前年同月比を

下回って推移している。 

 

⑨公共工事請負金額（県）[Ｈ23.12：+78.7％（前年同月比）] 

平成 23 年 12 月における県内で発注された公共工事請負金額は 14,502 百万円であり、前年

同月比で 78.7％増となった。公共工事請負金額は基本的に増加傾向にあり、増加率は全国値を

上回って推移している。 

 

【観光】 

⑩主要観光地入込客数（県）[Ｈ23.12：-0.1%（前年同月比）] 

平成23年12月における県内の主要観光地入込客数は176,392人であり、前年同月比で0.1％

減となった。平泉の文化遺産の世界遺産登録効果もあり、7 月以降前年同月比はプラスで推移

してきたものの 12 月は落ち着いた形となった。 
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３．【参考】時系列データ（※主要なもの） 

 

※平成 23 年 4 月以降のデータが既に公表されており、県や国と比較対照が可能なデータを抽出・整理した。 

 なお、数値については四捨五入の関係で表中の数値が一致しない部分もある。 

 

■人口（沿岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新設住宅着工数（沿岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■生活保護世帯数（沿岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■有効求人倍率（原数値）（沿岸） 

 

 

 

 

 

 

 

【平成23年度】 単位： 戸
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

新設住宅着工数（沿岸） 22 54 48 68 85 82 82 76 58
前年同月差 -41 -31 -32 28 18 32 5 -13 -38
前年同月比 -65.1% -36.5% -40.0% 70.0% 26.9% 64.0% 6.5% -14.6% -39.6%

（参考：県全体） 単位： 戸
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

新設住宅着工数（県全体） 271 322 332 576 620 537 407 491 410
前年同月差 -133 -189 -220 137 129 165 -56 -91 -72
前年同月比 -32.9% -37.0% -39.9% 31.2% 26.3% 44.4% -12.1% -15.6% -14.9%

【平成23年度】 単位： ―
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

有効求人倍率（沿岸） 0.24 0.29 0.35 0.44 0.51 0.56 0.58 0.64 0.66
前年同月差 -0.08 -0.03 -0.03 0.01 0.04 0.06 0.08 0.11 0.13
前年同月比 -24.3% -8.9% -6.7% 2.3% 7.4% 11.0% 15.3% 20.8% 24.1%

（参考：県全体） 単位： ―
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

有効求人倍率（県全体） 0.35 0.36 0.42 0.51 0.60 0.67 0.72 0.78 0.79
沿岸－全県 -0.11 -0.07 -0.07 -0.07 -0.09 -0.11 -0.14 -0.15 -0.13

【平成23年度】 単位： 世帯
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

生活保護世帯数 2,643 2,592 2,550 2,507 2,448 2,387 2,330 2,310 2,282
前月差 -14 -51 -42 -43 -59 -61 -57 -20 -28
前月比 -0.5% -1.9% -1.6% -1.7% -2.4% -2.5% -2.4% -0.9% -1.2%

（参考：県全体） 単位： 世帯
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

生活保護世帯数（県全体） 10,620 10,604 10,584 10,554 10,513 10,482 10,464 10,447 10,456
前月差 14 -16 -20 -30 -41 -31 -18 -17 9
前月比 0.1% -0.2% -0.2% -0.3% -0.4% -0.3% -0.2% -0.2% 0.1%

【平成23年度】 単位： 人
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

人口総数（沿岸） 270,322 267,984 266,997 266,371 263,751 260,430 260,012 259,699 259,481 259,286
対Ｈ23.3月差 -2,615 -4,953 -5,940 -6,566 -9,186 -12,507 -12,925 -13,238 -13,456 -13,651
対Ｈ23.3月比 -1.0% -1.8% -2.2% -2.4% -3.4% -4.6% -4.7% -4.9% -4.9% -5.0%

（参考：県全体） 単位： 人
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

人口総数（県全体） 1,322,036 1,319,824 1,319,341 1,318,818 1,316,381 1,313,162 1,312,756 1,312,337 1,311,760 1,311,173
対Ｈ23.3月差 -4,607 -6,819 -7,302 -7,825 -10,262 -13,481 -13,887 -14,306 -14,883 -15,470
対Ｈ23.3月比 -0.3% -0.5% -0.6% -0.6% -0.8% -1.0% -1.0% -1.1% -1.1% -1.2%
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■大型小売店販売額（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉱工業生産指数（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共工事請負金額（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成23年度】 単位： 百万円
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

大型小売店販売額 10,930 11,254 11,408 12,088 12,309 10,276 11,198 11,711
前年同月差 -250 10 -85 67 -513 -719 -393 -268
前年同月比 -2.2% 0.1% -0.7% 0.6% -4.0% -6.5% -3.4% -2.2%

（参考：全国データ） 単位： 百万円
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

大型小売店販売額（全国）1,565,675 1,577,380 1,603,271 1,784,303 1,557,525 1,472,819 1,605,677 1,637,003
前年同月差 18,827 11,821 39,856 32,393 -27,783 -36,960 -7,439 -26,416
前年同月比 1.2% 0.8% 2.5% 1.8% -1.8% -2.4% -0.5% -1.6%

【平成23年度】 単位： ―
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

鉱工業生産指数（県） 82.7 87.7 87 84.9 90.5 81.1 81 79.5
前年同月差 -12.3 -9.3 -6.6 -7.9 -6.9 -10.8 -10.6 -14.2 
前年同月比 -12.9% -9.6% -7.1% -8.5% -7.1% -11.8% -11.6% -15.2%

（参考：全国データ） 単位： ―
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

鉱工業生産指数（全国） 84 89.2 92.6 93 93.6 90.5 92.5 90.1
県－全国 -1.3 -1.5 -5.6 -8.1 -3.1 -9.4 -11.5 -10.6 

【平成23年度】 単位： 百万円
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

公共工事請負金額 14,425 10,983 32,783 16,906 26,560 19,912 21,218 28,826 14,502
前年同月差 -17,923 2,541 18,510 952 11,027 -4,111 4,512 15,444 6,388
前年同月比 -55.4% 30.1% 129.7% 6.0% 71.0% -17.1% 27.0% 115.4% 78.7%

（参考：全国データ） 単位： 百万円
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

公共工事請負金額（全国）1,179,669 635,512 998,429 959,724 953,563 1,200,919 1,070,216 844,741 713,380
前年同月差 -148,156 -104,674 -35,352 -181,228 31,939 38,887 33,520 53,503 4,409
前年同月比 -11.2% -14.1% -3.4% -15.9% 3.5% 3.3% 3.2% 6.8% 0.6%
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４．データ出典一覧 

 

 
分類 指標化 出典

データ
範囲

備考

地表付近の放射線量（盛岡）[-] 前月比 環境保全課HP 市
盛岡市役所の地上50cmの放
射線量

地表付近の放射線量（一関）[-] 前月比 環境保全課HP 市
一関市役所の地上50cmの放
射線量

がれき がれき撤去率 達成率 業務統計（資源循環推進課） 沿岸
達成率=撤去量/がれき合計
（推定）

防災
新しい津波防災の考え方に基づ
いた津波防災施設の整備率

整備率 業務統計（県土整備企画室） 沿岸
整備率=施設整備済総延長/
要整備区間総延長

交通 交通事故件数[-] 前年同月比 業務統計（警察本部） 沿岸

人口 人口総数 H23.3月比 毎月人口推計（岩手県政策地域部） 沿岸

新設住宅着工数 前年同月比
建築動態統計調査結果
（県建築住宅課）

沿岸

応急仮設住宅入居戸数[-] 前月比 業務統計（生活再建課） 沿岸

生活保護世帯数[-] 前月比 業務統計（地域福祉課） 沿岸

雇用 有効求人倍率（原数値） 前年同月比 岩手労働局 沿岸 一般とパートの合計

介護施設定員数 H23.3月比 業務統計（長寿社会課） 沿岸 新設含む

医療提供施設数
（病院、診療所、歯科診療所、調
剤薬局）

H23.3月比
業務統計（医療推進課、健康国
保課）

沿岸 新設含む

教育 学校施設復旧率 復旧率 業務統計（教育委員会） 全県
復旧率=復旧整備済校/被災
校

地域活動 ＮＰＯ法人数 前月比 業務統計（ＮＰＯ・文化国際課） 沿岸

倒産 企業倒産件数（累計）[-] 前年同月比 東京商工リサーチ盛岡支店 沿岸

雇用 有効求人倍率（原数値）【再掲】 前年同月比 岩手労働局 沿岸

新規登録漁船数（累計） 整備率 沿岸
整備率=新規登録漁船数（累
計）/H23～H25整備計画数

養殖施設整備台数（累計） 整備率 沿岸
整備率=養殖施設整備台数
（累計）/H23～H25整備計画数

産地魚市場水揚量(累計) 3年平均比 沿岸

農業 農地の復旧率 復旧率 業務統計（農村建設課） 沿岸
復旧率=復旧済面積/復旧対
象面積

大型小売店販売額 前年同月比 東北経済産業局 全県
百貨店とスーパーの合計（県
内52店舗）

鉱工業生産指数 前年同月比 調査統計課 全県 鉱工業の季節調整済指数

公共工事請負金額 前年同月比 保証事業会社協会 全県

観光 主要観光地入込客数 前年同月比 岩手県観光統計 全県 12主要観光地調査

安全

放射能

暮らし

生活

保健医
療福祉

指標項目

なりわい

水産業 業務統計（水産振興課）

商工業
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